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正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用の多くを占める「その他行政費用」の内容は、耐震性や耐火性のある建物への更新に対する助成金等の支出であり、
前年度に比べて老朽木造建物の除却や建替え等の件数が増加したことにより増額となっている。
○貸借対照表における有形固定資産は、主要生活道路用地及び防災スポット用地等の取得によるものである。
○行政収入のうち「使用料及び手数料」及び「その他」については、それぞれ従前居住者用住宅の使用料及び共益費である。

資産の部合計 2,332,275 2,397,162 64,887 負債及び正味財産の部合計 2,332,275 2,397,162 64,887
その他の固定資産 0 0 0 2,269,643 2,310,576 40,933

2,269,643 2,310,576 40,933建設仮勘定 15,348 21,948 6,600 正味財産
23,954無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 62,632 86,586

工作物等減価償却累計額 ▲ 5,499 ▲ 8,094 ▲ 2,595 その他の固定負債 0 0 0
57,189 78,957 21,768工作物等 51,365 53,782 2,417 退職給与引当金

0建物減価償却累計額 ▲ 281,000 ▲ 292,623 ▲ 11,623 特別区債 0 0
建物 520,474 520,474 0 固定負債 57,189 78,957
土地 2,031,587 2,101,675 70,088 その他の流動負債 0 0

賞与引当金 5,443 7,629 2,186
0

21,768固
定
資
産

有形固定資産 2,316,927 2,375,214 58,287
0その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0 0

流

動

資

産

収入未済 0 0 0 流動負債 5,443 7,629 2,186
7年度 差額

貸
借
対
照
表

勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 38,756 38,756 当期収支差額(e)+(h) ▲ 538,238 ▲ 716,192 ▲ 177,954

0 38,756 38,756特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)
▲ 216,710行政費用合計(b) 999,461 1,359,987 360,526 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 538,238 ▲ 754,948

その他行政費用 739,607 976,235 236,628 金融収支差額(d) 0 0 0
▲ 538,238 ▲ 754,948 ▲ 216,710賞与・退職給与引当金繰入額 6,499 26,951 20,452 行政収支差額(a)-(b)=(c)

143,816不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 461,223
減価償却費 13,926 14,218 292 その他 2,379
補助費等 6,253 10,020 3,767 使用料及び手数料 13,260 13,622
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
維持補修費 1,969 2,002 33 都支出金 384,336 507,318 122,982
物件費 140,685 191,986 51,301 国庫支出金 61,248 80,974 19,726行

政
収
入

地方税等 0 0 0
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給与関係費 90,522 138,575 48,053
行
政
コ
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ト
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算
書

勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度 7年度 差額

住宅の耐震化率（％） 88 93.1 93.6 95 95
耐震性のある住宅戸数/全住宅戸数
令和7年度目標 95％

70超
市街地の｢燃えにくさ｣を表す指標
令和7年度目標 70％

不燃領域率（不燃化特区）（％） 65.5 66.2 66.8 67.5

5年度 6年度 7年度
8年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

防災性 2.35 2.26 2.31 お住まいの地域は災害に強いと感じますか？

安全・安心の実感 2.75 2.70 2.74 お住まいの地域は犯罪や事故、災害などの点から総合して安全だと感じますか？

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
指標の推移

指標に関する質問文
5年度 6年度 7年度

政策 11 防災・防犯のまちづくり

　耐震性や耐火性のある建物への更新を促すとともに、延焼を遮断するための道路及びオープンスペースの整
備をより迅速に進め、ひとりの命も犠牲にしない災害に強い街を目指す。

関連部課名 防災都市づくり部都市計画課、土木管理課、基盤整備課、建築指導課

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

課長名 加藤（健） 内線 2820

施策分析シート（令和8年度）

施策名 災害に強い街づくりの推進 施策No 11-03
部課名 防災都市づくり部住まい街づくり課



No2

重点的に推進 重点的に推進
　木造住宅密集地域は、防災上の地域危険度が高く、震災時には甚大な被害
が想定されることから、防災性の向上に寄与する事業を重点的に推進する必
要がある。

今
後
の
方
向
性

○各戸訪問や住まいの相談会等の様々な機会を捉えて、区から積極的に自助・共助の重要性を周知するととも
に、地域住民によって組織された防災まちづくり協議会を通じて危機意識の共有化を図ることにより、地域が
一体となって防災街づくりに取り組む気運を高める。
○緊急車両のスムーズな通行や避難経路の確保及び火災時の延焼防止を図るため、主要生活道路の拡幅整備を
更に進めるとともに、公園や広場だけではなく、防災に資する小規模な用地についても積極的に防災スポット
として用地を取得し、オープンスペースの確保に努める。また、これまでの取組を引き続き実施していくとと
もに、令和12年度まで事業期間が延伸された不燃化特区制度による建替えや除却助成等の支援に加えて、密集
住宅市街地整備促進事業の推進、地区計画の新規導入など、今後も様々な施策を重点的かつ集中的に展開す
る。
○令和5年6月に改正された「空家等対策の推進に関する特別措置法」の内容を反映させた新たな「荒川区空家
等対策計画」に基づき、管理不全空家等あるいは特定空家等への指定も視野に入れた強い指導を行い、管理不
全に陥っている空き家の改善を促進する。また、令和8年度から空き家の専門家派遣支援事業を創設し、司法
書士や行政書士等の専門家の派遣により、相談に対する情報の提供や助言等の支援を行い、所有者等による空
き家等適切な管理の促進を図る。

施策の分類
分類についての説明・意見等

8年度 9年度

現
状

○防災上の地域危険度が高く、震災時には甚大な被害が想定されている木造住宅密集地域は、不燃化特区整備
促進事業等の防災街づくり事業の取組によって、建替えによる不燃化や老朽木造建築物の件数が減少するな
ど、改善が進んでいる。
○市街地の「燃えにくさ」を示す指標である不燃領域率は、不燃化特区整備促進事業を行っている荒川・南千
住地区では68.1％、町屋・尾久地区では66.2％となっている。
○令和4年度に実施した空き家実態調査の結果、区内には1,330棟の空き家が存在していたが、老朽度ランクＣ
の「速やかに除却すべき著しく危険な空き家」は26棟から7棟まで減少した。また、老朽度ランクＡの「予防
保全を講じるべき、かつ利活用が考えられる空き家」も1,137棟から818棟まで減少した。しかしながら、新た
な空き家も約100棟発生している。

課
題

○老朽木造住宅の建替えや除却、主要生活道路の拡幅整備等については、区民の協力が欠かせないことから、
更なる事業への理解を得ながら進めていく必要がある。
○幅員が狭い道路が多く、消防活動困難区域が解消されていない地域がある。また、公園や広場等のオープン
スペースが不足しているが、ある程度まとまった土地を確保することは困難な状況である。さらに、各戸訪問
による意向調査の結果等から、老朽木造住宅の建替えや除却について資金面などに課題がある。
○危険な空き家は除却等によって着実に減少しているが、使用目的のない空き家は増加し続けており、除却等
の一層の促進に加え、周辺に悪影響を及ぼす前の有効活用や適切な管理を総合的に強化する必要がある。

施策の現状・課題・今後の方向性



推進

令和8年度から令和12年度まで
の5年間で、整備地域（不燃化
特区を除く。）のうち、局所的
に不燃化が進まない地区におい
て、不燃化を集中して促進させ
るために必要な事業であるた
め、推進する。

重点的
に推進

重点的
に推進

　木造住宅密集地域である対象
地域の改善を一層加速させるた
めに必要な事業であるため、重
点的に推進する。

整備地域不燃化集中促進事業 11-02-20 0 6,804 － 推進

不燃化特区整備促進事業 11-02-16 791,231 989,948 789,919 958,168

　震災時において、通行人の安
全性を確保するとともに消防活
動や地域住民の避難の支障とな
らないよう、危険なブロック塀
等の撤去を促す事業であるた
め、重点的に推進する。

空き家対策事業 11-02-14 43,896 49,080 35,005 26,936
重点的
に推進

重点的
に推進

管理不全な状態となっている危
険な老朽空家への対策や、使え
る空き家の活用について、総合
的かつ計画的に一層強化して取
り組む事業であるため、重点的
に推進する。

重点的
に推進

　震災の直後から発生する緊急
輸送の支障とならないよう、耐
震化率の向上を図るために必要
な事業であるため、重点的に推
進する。

ブロック塀等撤去助成事業 11-02-13 5,774 7,753 3,234 4,917
重点的
に推進

重点的
に推進

重点的
に推進

重点的
に推進

　荒川区耐震改修促進計画に基
づき、非木造建物の耐震化促進
に必要な事業であるため、重点
的に推進する。

緊急輸送道路沿道建物耐震化
推進事業

11-02-10 437 4,536 0 0
重点的
に推進

非木造建物耐震化推進事業 11-02-09 3,117 7,190 1,000 2,086

　土砂災害防止法に基づく区域
指定を受け、引き続き警戒避難
体制整備のほか、区域内の擁壁
等の安全性確保に向けた取組を
行う。

木造建物耐震化推進事業 11-02-08 56,870 60,511 50,942 55,407
重点的
に推進

重点的
に推進

　荒川区耐震改修促進計画に基
づき、木造建物の耐震化促進す
るために必要な事業であるた
め、重点的に推進する。

継続

　本区の密集地域はこの推進計
画において、重点整備地域等と
して位置づけられており、都と
連携して事業を継続的に実施す
る必要がある。

擁壁等対策事業 11-01-19 989 1,414 0 0 推進 推進

継続 継続

　治水性と親水性を兼ね備えた
堤防の整備は、安全で快適な区
民の暮らしに寄与する事業であ
るため、継続して実施する。

防災都市づくり推進計画 11-01-11 3,954 5,655 － － 継続

スーパー堤防の整備促進 11-01-08 989 1,414 － －

分類についての説明・意見等

6年度 7年度 6年度 7年度 8年度 9年度

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のため

の分類



合　計 1,001,012 1,359,991 1,286,830 1,316,022

地域の防災性を向上させるた
め、重点的に推進する。

荒川区耐震改修促進計画の推
進

11-05-04 1,343 17,584 － 11,261
重点的
に推進

重点的
に推進

　区内の建築物の耐震化を促進
し、防災性の向上を図るための
計画として、重点的に推進す
る。

重点的
に推進

　 地域の防災性を向上させる
ため、重点的に推進する。

不燃化特区整備促進事業用地
取得事務

11-04-70 0 92,282 66,641
重点的
に推進

重点的
に推進

休止・
完了

休止・
完了

　令和5年度から令和7年度まで
（3か年）の期間限定で実施し
ている、対象地域内の老朽木造
建築物の不燃化・耐震化を促進
するための事業である。

主要生活道路拡幅整備事業 11-04-13 991 2,086 332,531 99,835
重点的
に推進

26,681 推進 推進

　密集住宅市街地整備促進事業
等の推進のために、代替住宅の
供給は重要な事業であるため、
推進する。

整備地域不燃化加速事業 11-03-19 47,869 68,626 45,329 64,090

7年度 6年度 7年度 8年度 9年度

従前居住者用住宅管理運営 11-03-13 43,552 45,108 28,870

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のため

の分類
分類についての説明・意見等

6年度


